
（単位　百万円）

  ［               　        ］   ［               　        ］

  ［               　        ］

　

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

東京都豊島区東池袋五丁目51番12号

株 式 会 社 マ ル エ ツ
代表取締役社長 本間正治

２，４９１

その他資本剰余金

リ ー ス 債 務

２，７０１

預 り 金 １，２８２

そ の 他

未 払 費 用 ６，０００

４，６７５

３３，４２８

３５，８９８

建 設 仮 勘 定

９，７７６

１００資 本 金

株 主 資 本

資 本 準 備 金

８０，７５４

８０，７５４

資 本 剰 余 金

借 地 権 ２０

［ 純 資 産 の 部 ］

ソ フ ト ウ エ ア ２，２８９

４７，２２５

１４９，１４７資 産 合 計 負債純資産合計

そ の 他 ４７７

投 資 有 価 証 券 １０

関 係 会 社 株 式

差 入 保 証 金 ２０，３６９

その他利益剰余金

長 期 貸 付 金 ３，０１５

投 資 そ の 他 の 資 産

１２３

３３，４２８

３７，４４９

繰越利益剰余金

１４９，１４７

前 払 年 金 費 用

無 形 固 定 資 産

資 産 除 去 債 務

建 物 ２７，７０１

車 両 運 搬 具 １

リ ー ス 資 産

９，５９３

そ の 他

機 械 装 置 １，５９７

２５，０２３

転 貸 損 失 引 当 金

１４

構 築 物

土 地

器 具 備 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

３３，４２８

利 益 剰 余 金

５，２１２

２２，２００

９

２，７８５

２８，１０７

長 期 借 入 金

固 定 負 債

１４

２，７８６

２，２４３

８５４

預 り 保 証 金

７５８

８，５２９

固 定 資 産 １１１，９０３

有 形 固 定 資 産 ７３，２１８

未 収 入 金 １７，６６５

そ の 他 ２７５

貸 借 対 照 表

（２０２４年２月２９日現在）

科 目 金 額 科 目

１４９，１４７ ６８，３９２

９，１８４ 買 掛 金 ２３，２８１

流 動 資 産 ３７，２４３ 流 動 負 債 ４０，２８５

前 払 費 用 １，７３４

現 金 及 び 預 金

金 額

［ 資 産 の 部 ］ ［ 負 債 の 部 ］

売 掛 金 ２７０

貯 蔵 品 未 払 金 １，３１３

３，５００１年内返済予定長期借入金

商 品 ８，０６９

４３

２リ ー ス 債 務

未 払 法 人 税 等 ２，２０２

－１－



２０２３年３月　１日から

２０２４年２月２９日まで

（単位　百万円）

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅴ

Ⅵ

Ⅶ

Ⅷ

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

税 引 前 当 期 純 利 益

特 別 利 益

受 取 補 償 金 ２６２ ２６２

２，５７８１，４７５

店 舗 閉 鎖 損 失

減 損 損 失

３，１１５

２，０９８△４０５

損 益 計 算 書

売 上 高 ３８２，２２２

２７４，３５１売 上 原 価

金 額科 目

営 業 利 益

１１４

８４

７，５２９

３２

営 業 外 費 用

２９

５，２１３

２，５０３法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

１０８，２０４

経 常 利 益

そ の 他

支 払 利 息

そ の 他

特 別 損 失

１，１０２

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 総 利 益

６０

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 １６

７，５８３

１０７，８７０

営 業 収 入 ７，９１６

１１５，７８７

受 取 保 険 金 １０

－２－



個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法

（1）有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

移動平均法による原価法

（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

加工センター等の在庫商品は、最終仕入原価法による原価法

最終仕入原価法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

定額法を採用しています。

（リース資産を除く） なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物 １５年～３９年

定額法を採用しています。

（リース資産を除く）

 (５年）に基づく定額法によっています。

よっています。

３．引当金の計上基準

額を計上しています。

資産」に計上しています。

（1）退職給付見込額の期間帰属方法

間に帰属される方法については、給付算定式基準によっています。

（2）数理計算上の差異の費用処理方法

ら費用処理することとしています。

しています。

４．収益及び費用の計上基準

　　 当社は、食品を中心としたスーパーマーケット事業を主力事業としております。同事業における商品の引渡時点におい

　　て、顧客への履行義務が充足されると判断していることから、当該時点で収益を認識しています。

　　 なお、商品販売のうち、当社が代理人に該当すると判断したものについては、顧客が受け取る対価の総額から、仕入先

  　に対する支払額を差し引いた純額で収益を認識しています。

定の年数（１０年）による定額法により按分した額を発生の翌事業年度か

店舗閉店等に伴い転貸契約の残存期間に発生する損失に備えるため、支払義

務のある賃料等総額から転貸による見込賃料収入総額を控除した差額を計上

子 会 社 株 式
移動平均法による原価法

及び関連会社株式

金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる

なお、当事業年度末における年金資産が、退職給付債務から数理計算上の差

異等を控除した額を超過する場合には、前払年金費用として「投資その他の

転 貸 損 失 引 当 金

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

退 職 給 付 引 当 金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年

無 形 固 定 資 産

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間

商 品 店舗在庫商品は売価還元法による原価法（貸借対照表価額については収益性

貯 蔵 品

有 形 固 定 資 産

市場価格のない株式等

リ ー ス 資 産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（リース契約上に残価保証の取り

決めがある場合は、当該残価保証額）とする定額法を採用しています。な

お、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が企

業会計基準第１３号「リース取引に関する会計基準」の適用初年度開始前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

－３－



（貸借対照表に関する注記）

１．担保資産

百万円

〃

百万円

上記の他、宅地建物取引業法に基づき、差入保証金１０百万円を供託しています。

２．有形固定資産の減価償却累計額 百万円　

３．関係会社に対する金銭債権、金銭債務

百万円　 百万円　

百万円　 百万円　

（税効果会計に関する注記）

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　繰延税金資産  （単位　百万円）

減損損失

資産除去債務

閉鎖損失

未払事業税等

商品券

その他

繰延税金資産　小計

評価性引当額

繰延税金資産　合計

　繰延税金負債

前払年金費用

資産除去費用

合併受入資産評価益

繰延税金負債　合計

繰延税金資産の純額

△８６１

△２１０

△１６

３，５２５

短 期 金 銭 債 務 １，６６５ 長 期 金 銭 債 務 １５，０７３

計 ９７１

８９，７６９

短 期 金 銭 債 権 １３９ 長 期 金 銭 債 権

債務の担保に供している資産

建 物 ４８０

土 地 ４９０

６，３８６

８４５

３４０

２８５

１５２

４００

８，４１１

△１，０８８

４，６７５

△２，６４７

５，７６３

－４－



（関連当事者との取引に関する注記）

１．取引金額及び期末残高には消費税等は含まれていません。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　 資金の貸付条件については市場金利等を勘案して合理的に決定しています。

　　 なお、担保は受け入れていません。

１．取引金額には消費税等は含まれていませんが、期末残高には消費税等は含まれています。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　 資金の貸付条件については市場金利等を勘案して合理的に決定しています。一般的な取引条件を参考に決定しています。

１．取引金額及び期末残高には消費税等は含まれていません。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　 資金の借入条件については市場金利等を勘案して合理的に決定しています。

　　 なお、担保は差し入れていません。

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 円 銭

２．１株当たり当期純利益 円 銭

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。

３．イオンフィナンシャルサービス株式会社との取引金額は、２０２３年６月1日に当社の親会社等の子会社であるイオ

したため、イオンフィナンシャルサービス株式会社とイオンクレジットサービス株式会社の取引の合算表示となってい

（注）

クレジット売掛 １２４，６６８

未収入金 ９，１２６電子マネー売掛 ５７，８７８

同上に対する
利用手数料

２，２７９

親会社等
の子会社

イオンフィナン
シャルサービス

株式会社
－ －

クレジット
他業務委託

ンフィナンシャルサービス株式会社が、当社の親会社等の子会社であるイオンクレジットサービス株式会社を吸収合併

科目
取引金額 期末残高

（百万円） （百万円）

属性 会社等の名称
議決権等の
所有割合(％)

関係内容

取引の内容
役員の 事業上の

兼任等 関係

科目取引金額 期末残高

（百万円） （百万円）

１３

（注）

644 43

利息の受取

24 86

２，５１５長期貸付金３６０資金の回収

資金の貸付 －

子会社
株式会社

マルエツ開発
所有
直接　100.0

兼任１人 資金の援助

ます。

属性 会社等の名称
議決権等の
所有割合(％)

関係内容

役員の 事業上の

兼任等 関係

取引の内容

属性 会社等の名称
議決権等の
所有割合(％)

関係内容

役員の 事業上の

兼任等 関係

（注）

親会社

ユナイテッド・
スーパーマー
ケット・ホール
ディングス
株式会社

所有
直接　100.0

兼任3人 資金の援助

科目取引金額 期末残高

（百万円） （百万円）

資金の借入 ７，５００

取引の内容

長期借入金 １５，０００資金の返済 －

利息の支払 ４４

－５－


